機密性２：完全性２：可用性２－関係者外閲覧禁止
年　月　日

ブローカー・エントリー申込書

	会社名
	

	住所
	

	担当部署
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	



別添
· 補足資料（fx_broker_entry_application_form.xlsx）
· IPA情報セキュリティ対策ベンチマーク又はISMS認証の写し

１	応募対象取引・受注先

· 補足資料に、対象取引、各取引における受注先会社名、受注先の法人番号、受注先の法人識別子（Legal Entity Identifier）及び特記事項/注記をご記載の上、ご提出ください。

２－１	認可・体制等の確認

	エントリーの対象は「外国為替スポット及びフォワード取引」であることを確認したか。
	選択してください
	外国為替取引を行うために必要な業務の認可等を受けているか。
	選択してください
	時差に伴う外国為替決済リスクを削減する目的で多通貨決済を行うCLS決済が可能であるか。
	選択してください
	主要通貨における外国為替取引について実績が十分にあるか。
	選択してください
	金融安定理事会（FSB）が定めるグローバルなシステム上重要な銀行（G-SIBs）であるか。
	選択してください
	24時間のハイタッチオーダー及びロータッチオーダーでの受注体制を有しているか。
	選択してください
	執行アルゴリズムを提供し、当該アルゴリズム取引専用の24時間モニタリング体制を有しているか。（セールスによるモニタリングは対象外)
	選択してください
	当法人の資産管理機関と国際スワップデリバティブ協会（ISDA）が定める契約を締結し、外国為替フォワード取引に係る変動証拠金（VM）を日本国債又は日本円で授受することが可能であるか。
	選択してください
	情報セキュリティ対策が適正に実施される体制が整備されているか。
	選択してください
	グループ内において、過去３年以内に著しく不適当な行為をしていないか。
	選択してください


２－２	外国為替取引の実績

· 補足資料に、2026年4月及び2026年10月の主要通貨ペアの直物、先物取引高※をご記載の上、ご提出ください。
· 東京外国為替市場委員会の「東京外国為替市場における外国為替取引高サーベイ」に提供したものを想定しています。
· 市場における御社の順位やシェアについて分かればご記載ください。

	（記載欄）



２－３	外国為替取引の受注体制

· 外国為替取引の受注体制について、対応地域、部署及び担当者数をご記載ください。
· 受注オーダーについて、接続・対応可能な電子取引プラットフォームをご記載ください。
· 当法人とのドル/円スポット取引の1日の取引可能上限（CLS決済を想定）についてご記載ください。

	（記載欄）



２－４	執行アルゴリズム及びモニタリング体制

· 外国為替取引の執行アルゴリズムの概要についてご記載ください。
· 執行アルゴリズムのモニタリング体制について、対応地域及び部署をご記載ください。
· 執行アルゴリズムが停止したシステム障害についてご記載ください。

	（記載欄）



２－５	ISDA契約及びVM授受

· 信託スキームの機関投資家とISDAが定める契約※を締結した実績があるか、締結した実績がない場合には当法人の資産管理機関と締結することが可能かご記載ください。
· ISDA Master Agreement及び同Credit Support Annex
· 為替フォワード取引の変動証拠金（VM）を日本国債又は日本円で授受した実績があるか、授受した実績がない場合には授受することが可能かご記載ください。

	（記載欄）



２－６	情報セキュリティ体制

· ハイタッチオーダー及びロータッチオーダーの情報管理体制についてご記載ください。
· Need to knowの原則※について、どのような方針・対応をとっているかご説明ください。
· 顧客等に関する情報へのアクセス及びその利用は業務遂行上の必要性のある役職員に限定されるべきという原則

	（記載欄）



２－７	情報セキュリティ評価

· 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の情報セキュリティ対策ベンチマーク※をご提出ください。
· https://www.ipa.go.jp/security/sec-tools/benchmark.html
· ISO/IEC27001に基づく情報セキュリティ・マネジメント・システム（ISMS）認証を取得している場合には、上記に代えることができますので、その写しをご提出ください。
· 受注先が複数の場合、情報セキュリティ評価はグループ内で同一の基準かご記載ください。

	（記載欄）



３－１	過去３年以内の不祥事

· 過去３年間における著しく不適当な行為※、金融庁等からの行政処分の有無についてご記載ください。
· 外国為替取引に影響を与えた不祥事及び会社全体の内部統制に係る不祥事
· 有の場合、処分経緯、処分内容及び業務改善状況等について具体的にご記載ください。

	（記載欄）



３－２	コンプライアンス体制及び遵守状況

（１）コンプライアンス体制

· コンプライアンス関連部署の責任者の役職名、氏名及び略歴についてご記載ください。

	（記載欄）



· コンプライアンス関連部署の人数についてご記載ください。

	（記載欄）



· コンプライアンス関連部署の主な業務についてご記載ください。

	（記載欄）



· 社内のコンプライアンス組織の独立性の確保の方法についてご記載ください。

	（記載欄）



· コンプライアンス上の問題が発生した場合の対応方針、復旧措置及びコンプライアンス責任者等への報告等についてご記載ください。

	（記載欄）



（２）コンプライアンスに係る規程等の整備状況

· コンプライアンスにかかる社内規程の整備状況についてご記載ください。

	（記載欄）



· 社内コンプライアンス教育の実施方針についてご記載ください。

	（記載欄）



· 法人関係情報（金融商品取引業等に関する内閣府令第1条第4項第14号）を含む非公開情報等の管理方針について、以下の観点で貴社の対応をご記載ください。
· 情報障壁を必要とする対象情報
· 会社内における情報障壁の方針（チャイニーズウォール）
· グループ会社間における情報障壁の方針（ファイアーウォール）"

	（記載欄）



· 不公正取引等に係る管理方針について、以下の観点で貴社の対応をご記載ください。なお、ご回答にあたり、上記の非公開情報の管理方針の説明と重複してもかまいません。
· 相場操縦等
· 内部者取引（インサイダー）
· グループ会社間の利益供与及び利益相反の防止
· 役職員の個人取引の管理方針

	（記載欄）



· マネーロンダリング、テロ資金供与防止及び反社会的勢力排除に関する取組みについてご記載ください。

	（記載欄）



· 特別な利益の供与、贈答・接待及び公務員等に対する贈収賄リスクに関する方針並びに管理体制についてご記載ください。

	（記載欄）



· 内部監査体制及び監査結果（問題・改善事項の有無等）についてご記載ください。

	（記載欄）



· 外部監査（会計監査及び内部統制監査）の監査人並びに主な監査項目及び頻度についてご記載ください。

	（記載欄）



（３）監査

· 内部監査体制及び監査結果（問題・改善事項の有無等）についてご記載ください。

	（記載欄）



· 外部監査（会計監査及び内部統制監査）の監査人並びに主な監査項目及び頻度についてご記載ください。

	（記載欄）



以　上
2
